
【事務事業シート（政策的経費）】

1

2

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

アフターコロナにおける県内の観光需要の回復を目的に本事業を実施。貸切バスや県内のタクシーを活用した周遊プランを企画し催行した旅行事業者等を支

援するとともに、東予・南予への周遊や体験コンテンツを組み込んだ旅行商品の造成及び催行した事業者については更なるインセンティブを設けることで、

本県への誘客を一層促進した。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

本事業の実施により、県内外の旅行事業者89社が延べ320コースを設定。催行数としては、640件に上るなど、アフターコロナに

おける本県への誘客策として十分機能したと思われる。

千円

決算額 168,531 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
170,540 千円

最終現計予

算額

実績値 0

達成率 102.43 ％ 達成率 ％ 達成率

0

実績値 13214 0 実績値 0 実績値 0

0 目標値 0 目標値

時点･期間

現状値 ー

目標値 12900 0 目標値

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 時点･期間

始期 R5

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

旅行商品で周遊した旅行者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

南予では2022年の「きずな博」など、4回の大型観光振興イベントを開催し、アウトドアや食など南予の魅力を生

かしたコンテンツの充実を図っており、近年は、大洲市が全国的に注目を浴びるなど、南予への誘客の好機と考え

られる。一方で、不定期開催のイベントではコンテンツの売り込みや事業者の積極性などを継続的に支援するのが

難しく、新たな仕掛けとして、これまでの実績を飛躍させる誘客・送客キャンペーンを2年に1度の周年で実施する

ようR6年度に見直しており、R7年度は計画どおりキャンペーンを実施する予定である。

6月

補正

事　項 えひめ周遊誘客促進支援事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

アフターコロナにおける観光需要回復を背景に、地域間競争の加速化が想定されることから、県内外の旅行会社

等を対象に、東予・南予への更なる誘客促進や周遊タクシー等の二次交通機関の利用促進を通じて「本県ならで

はの魅力的な旅行商品」の造成と催行を図り、本県への誘客を一層促進する。

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

コロナの５類移行後に伴う旅行需要の高まりが見られたものの、きずな博の終了や全国旅行支援の終了により県外及び県内観光客

の増加率が想定より少なかったことが挙げられる。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 7,135 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 8,200 千円
最終現計予

算額

達成率 ％ 達成率 ％

千人 実績値 千人

達成率 85.70 ％ 達成率 ％

7755 千人

実績値 6268 千人 実績値 千人 実績値

7461 千人 目標値 7608 千人 目標値

Ｒ7年度 時点･期間 Ｒ8年度

現状値 7167 千人

目標値 7314 千人 目標値

R1年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間

Ｒ8

Ｋ  P  Ｉ

南予地域の観光客数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 いやしの南予観光プロモーション推進事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

南予いやし体験プログラムに加え、きずな博で発掘したBBQなどの食、ユニークステイやゲス

トハウスといった宿の魅力をプロモーションするとともに、伊予灘ものがたりなどのコンテン

ツを活用した誘客促進にも取り組む。

始期 H29

終期

令和５年度　　事後評価シート



3

4

見直し方向性 　

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

R４年度に公募・選定したユニークベニューモデル実施事業者３者について、各々が計画したモデル事業を実施したものの、うち２者について

は、ターゲットの選定や、ユニークベニューの旅行商品としての将来的な展開を再検討する必要があり旅行商品の造成までは至らず未達成と

なった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

２者については、ターゲットの選定や、ユニークベニューの旅行商品としての将来的な展開を再検討する必要があり旅行商品の造成までは至らず未達成となったが、モデル事

業実施後の検討会における外部有識者からのターゲット選定や、旅行商品としてのユニークベニューの活用方法について的確なアドバイスがあり、今後自助努力による旅行商

品の造成における足がかりとして有益な事業となった。

千円

決算額 7,531 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 9,863 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 33.33 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 1 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 件 目標値

時点･期間

現状値 0 件

目標値 3 件 目標値

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 時点･期間

始期 R4

終期 R5

Ｋ  P  Ｉ

ユニークべニューを活用した旅行商品造成件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度の目標達成率は好調であり、事業へ参加した在住外国人の満足度も高いことから、引き続き在住外国人の

ニーズに応じた石鎚エリアの魅力発信に努め、６年度のKPI達成を目指す。

当初 事　項 地域資源活用ユニークべニュー推進事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

県内の歴史的・文化的建造物等を多面的に活用した新たな誘客コンテンツづくりや、地域資源

の保全に取り組み、持続可能な観光事業の普及・定着を図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 1,489 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 1,500 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 107.13 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 857 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 人 目標値

時点･期間

現状値 532 人

目標値 800 人 目標値 2000

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4～4年度 時点･期間 R5～5年度 時点･期間 R5～6年度 時点･期間

始期 R5

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

石鎚エリアを旅行した在住外国人数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 在住外国人向け石鎚エリア観光促進事業費（東予） 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

石鎚エリアの強みである「自然」「歴史」「文化」と親和性が高い「在住外国人」をターゲッ

トにエリアの魅力を発信し、観光による交流人口の拡大を図る。



5

6

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

６年度も現状を踏まえると、KPIの向上の余地はあることから、執行方法の見直しは想定していない。なお、６年

度に事業終期となるため、これまでセールススタッフが構築した人脈や知識は確実に職員に引き継ぐこととする。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

コロナ禍からの航空重要が回復途上にあり、路線の維持を図ることはできたものの、既存路線の拡充・運休中路線の再開には至ら

なかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 7,543 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 7,543 千円
最終現計予

算額

実績値 便

達成率 97.22 ％ 達成率 ％ 達成率

便

実績値 35 便 実績値 便 実績値 便

便 目標値 便 目標値

時点･期間

現状値 35 便

目標値 36 便 目標値 37

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間

始期 R2

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

松山空港発着の国内線運航便数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

5年度の成果が現時点で不明であるため、成果確認でき次第記載予定愛媛県観光物産協会は、旅行商品の造成や県

産品を販売し、売り上げも増加していることを踏まえて、同目標値に向けて取り組んでいく。

当初 事　項 松山空港エアポートセールス強化事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

松山空港の更なる利用拡大に向け、エアポートセールス専門スタッフを配置し、

セールス活動の強化・充実を図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 69,299 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 72,688 千円
最終現計予

算額

実績値 億円

達成率 - ％ 達成率 ％ 達成率

億円

実績値 R6.9頃判明 億円 実績値 億円 実績値 億円

億円 目標値 億円 目標値

時点･期間

現状値 3.5 億円

目標値 4 億円 目標値 5.5

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ３年度 時点･期間 Ｒ５年度 時点･期間 Ｒ６年度 時点･期間

始期 H23

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

県観光振興関与額

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 愛媛ＤＭＯ活動事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

競争力の高い魅力ある観光地域づくりを推進するため、県観光物産協会を核に設立した愛媛

DMOにおいて、関係機関との連携のもと、国内外での誘客活動を強力に推進し、地域が儲か

る観光の確立を目指す。
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8

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、KPIの向上の余地もあることから執行方法の見直しは想

定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

令和５年度から６年度にかけての松山市全域の人口減少率が約△0.83％だったのに対し、周辺地域の人口減少率が約△0.61％であり、目標値

を達成することはできなかったが、松山市全域の人口減少の影響を受けながらも、空港周辺地域の人口維持に一定の効果があったと考えられ

る。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 61,776 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
100,000 千円

最終現計予

算額

実績値 人

達成率 98.80 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 30369 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 30737 人 目標値 30737

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 30556 人

目標値 30737 人 目標値 30737

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5.4時点 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 H5

終期 ‐

Ｋ  P  Ｉ

空港周辺地域の人口

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

航空会社の意見を踏まえながら、ターゲット路線、ターゲット層を設定し、更なる利用促進を図ることで、KPIは

目標達成すると考えられることから、６年度の執行方向や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 松山空港地域活性化基盤施設整備事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

松山空港と周辺地域の調和ある発展を図るため、生活基盤施設の整備に要する経

費に対して補助する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

新型コロナ感染症の５類移行もあり、順調に利用者数は回復しているが、WEB会議の浸透等によりビジネス需要の戻りの鈍いこともあり、コ

ロナ禍前の利用者数には届かなかった。一方、特に注力して利用促進した、那覇線や鹿児島線については、コロナ禍前のR元年度を上回る利用

者数を記録した。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 3,010 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 3,010 千円
最終現計予

算額

実績値 万人

達成率 93.01 ％ 達成率 ％ 達成率

万人

実績値 266 万人 実績値 万人 実績値 万人

万人 目標値 307 万人 目標値 313

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 220 万人

目標値 286 万人 目標値 302

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 H3

終期

Ｋ  P  Ｉ

松山空港国内線利用者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 松山空港国内線利用促進事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

松山空港国内線の路線網の充実を図るため、官民一体となった取組みを展開す

る。
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10

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度の目標達成率が想定よりも好調であり、６年度も新たな高校や地元企業との連携により関係者を拡大し、更

なる成果向上につなげる。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 1,250 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 1,250 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 141.20 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 706 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 人 目標値

時点･期間

現状値 287 人

目標値 500 人 目標値 1000

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

始期 R4

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

東予地域の歴史文化資源活用イベントの参加者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性
大幅見直し（事

業組替等）

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和６年度はエアポートセールスの予算と統合し、運航再開・新規就航を目的とした予算に編成し直し、運航再

開・新規就航の可能性がより高いところへ注力し、戦略的に路線ネットワークを拡充していくこととしている。

当初 事　項 歴史文化資源魅力発信強化事業費（東予） 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

東予地域の歴史文化資源の魅力を発信し、シビックプライドを醸成することによ

り、交流人口の拡大や地域活性化に繋げる。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

就航10周年を迎えた成田線は航空会社や就航先と連携したPR成果もあり、利用者数がコロナ禍から順調に回復し、路線として安定

してきたものの、札幌線、仙台線は運航再開に至らなかった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

札幌線、仙台線の再開に向けた機運醸成、需要拡大を図るため、北海道、宮城県で当県認知度向上を目指し、大手百貨店での物販やテレビ局・ラジオ局と連携した愛媛の観光

地・旅情報の案内を行った。また、松山空港等で県民アンケートを行い（就航希望先１位：札幌、２位：仙台）、その結果や当県の活動等を含めたエアポートセールスを行

い、本県の希望は受け止めていただいたところ。令和６年度以降も引き続き、運航再開に向け、機運醸成やエアポートセールスを行う。

千円

決算額 6,375 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 6,375 千円
最終現計予

算額

実績値 路線数

達成率 33.33 ％ 達成率 ％ 達成率

路線数

実績値 1 路線数 実績値 路線数 実績値 路線数

路線数 目標値 3 路線数 目標値 3

時点･期間

現状値 3 路線数

目標値 3 路線数 目標値 2

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 時点･期間

始期 R4

終期 R8

Ｋ  P  Ｉ

特定航空路線（札幌、仙台、成田）の運航路線数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 松山空港特定国内線活性化等支援事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

感染収束後の航空需要を喚起するため、松山空港国内線の利用の活性化を図ると

ともに、新規路線誘致を見据えたニーズ調査等を行う。
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12

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、国の住宅騒音防止対策事業に基づき実施している事業趣旨を

踏まえると、KPIは目標達成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していな

い。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 968 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 2,359 千円
最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

時点･期間 R8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 S50

終期 ‐

Ｋ  P  Ｉ

本事業による住宅騒音防止対策完了率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

細施策KGIとの相関関係も高く、６年度も目標値以上の成果向上が見込まれることから、７年度はKPI目標値引上

げを図る。

2月

補正

事　項 空港周辺住宅騒音防止対策費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

国の住宅騒音防止対策事業の対象となっている住宅について、防音や屋内環境の

維持を図るため、空気調和機等の整備に対して補助する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 8,099 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 8,231 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 126.88 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 109118 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 100000 人 目標値 102000

時点･期間 R8年度

現状値 94319 人

目標値 86000 人 目標値 98000

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H24

終期

Ｋ  P  Ｉ

「えひめ愛顔の観光物産館」の購入者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 物産観光情報発信拠点運営事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要
えひめ愛顔の観光物産館の維持管理等を行う。
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14

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はKPI以上の成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達成すると

考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 64,535 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 64,686 千円
最終現計予

算額

実績値 人泊

達成率 117.92 ％ 達成率 ％ 達成率

人泊

実績値 47850 人泊 実績値 人泊 実績値 人泊

人泊 目標値 45578 人泊 目標値 48078

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 38078 人泊

目標値 40578 人泊 目標値 43078

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 R4

終期 R9

Ｋ  P  Ｉ

新たに造成した宿泊プランの年間利用者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達成する

と考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 総合観光プロモーション推進事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

「疲れたら、愛媛。」を活用した効果的・効率的なプロモーションを展開するほか、体験コンテンツの

発掘・利用促進やオンライン旅行会社を活用した宿泊旅行予約促進により、旅行者へのリーチから旅行

実需の創出までの一気通貫した総合的なプロモーションを展開する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 106,957 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額
160,020 千円

最終現計予

算額

実績値 ％

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

％

実績値 100 ％ 実績値 ％ 実績値 ％

％ 目標値 100 ％ 目標値 100

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 100 ％

目標値 100 ％ 目標値 100

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5.12時点 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 S58

終期

Ｋ  P  Ｉ

松山空港の就航率

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 空港整備直轄事業負担金 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要
松山空港整備の当該年度事業費に対して負担する。



15
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見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

細施策KGIとの相関関係も高く、６年度も目標値以上の成果向上が見込まれることから、７年度はKPI目標値引上

げを図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 64,280 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 64,280 千円
最終現計予

算額

実績値 万人

達成率 106.62 ％ 達成率 ％ 達成率

万人

実績値 1450 万人 実績値 万人 実績値 万人

万人 目標値 1410 万人 目標値 1450

時点･期間 Ｒ8年度

現状値 1450 万人

目標値 1360 万人 目標値 1380

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R元年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 Ｒ6年度 時点･期間 Ｒ7年度

始期 S63

終期

Ｋ  P  Ｉ

四国４県の延べ宿泊者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

第３期観光振興基本計画で設定した目標値を達成するために、引き続き旅行者等からのヒアリング調査を行なって

いく。

当初 事　項 観光連携推進事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

広域DMO及び関係団体との緊密な連携を図り、四国や瀬戸内一体といった面的な誘客による

世界的な認知度向上とブランド化を進め、本県の認知度向上及び誘客促進に取り組む。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

旅行者等からヒアリング調査と分析を業者に委託した結果、周辺地域のインバウンドや国内旅行者の観光状況を把握することがで

き、ターゲットする国や国内エリアを選定することができた。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 15,715 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 16,222 千円
最終現計予

算額

実績値 事項

達成率 100.00 ％ 達成率 ％ 達成率

事項

実績値 2 事項 実績値 事項 実績値 事項

事項 目標値 3 事項 目標値 3

時点･期間 R8年度

現状値 2 事項

目標値 2 事項 目標値 3

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R5年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H13

終期

Ｋ  P  Ｉ

観光振興施策の検証結果を踏まえて事業内容の見直しを行った事項数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 観光振興事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

第3期愛媛県観光振興基本計画に基づき、観光振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図り、目

標達成に向けた検討を行うとともに、「愛媛・伊予観光大使（いよかん大使）」の設置・運営や、県内

へのロケ誘致、レストランバスの活用による観光振興を推進する。
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18

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

　県の担当職員をはじめ、観光物産協会や市町の観光物産協会などに愛媛観光DMPを利用機会を増やしていくとと

もに。委託業者からの分析レポートや職員の勉強会での内容を情報共有していくなど、最大限の観光分析データを

活用していきたい。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

愛媛観光DMPを構築して２年目を迎え、国内旅行者や訪日外国人に関する位置情報データ等をシステムで可視化できる状態にした

ものの、愛媛観光DMPを閲覧できるアカウント数が限られたため、データの活用件数を増やすことができなかったと考えている。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 32,330 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 32,333 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 23.33 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 7 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 30 件 目標値 30

時点･期間 R8年度

現状値 0 件

目標値 30 件 目標値 30

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 Ｒ4年度 時点･期間 Ｒ5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 R4

終期 R8

Ｋ  P  Ｉ

県事業における観光分析データの活用件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

当事業で採択された観光関係団体や民間企業者は、地域資源を活用し、新たな観光資源の創出として県外観光客や

訪日外国人の集客力向上につながる事業を行なっていると考えられるため、KPI目標値は、現状維持で進めてい

く。

当初 事　項 観光ＤＸ推進事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

効果的かつ効率的な観光プロモーションを展開するため、旅行者の動態データや検索履歴、

WEBサイト閲覧履歴データを集約・分析できる基盤を構築し、分析結果に基づいた広告配信

と効果検証を行うとともに、課題を抽出して戦略的な施策展開に活用する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

採択された事業者の積極的な取組みにより、目標は達成することはできなかったが、令和４年度比より増加することができた。新

型コロナウイルスの影響により、集客力が予想より見込めることができなかったと考えている。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 19,060 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予
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事業により集客数が向上した観光事業者割合

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 観光集客力向上支援事業費 予算主管課 観光国際課

事　業

概　要

観光関係団体や民間事業者自らが行う地域資源を活用した持続的な観光客の増加

に寄与する新たな取組みに対して補助する。


